
令和３年１２月１４日 

 

事 業 主 様 

 

千葉県医業健康保険組合 

 

 

傷病手当金及び任意継続被保険者制度の見直しについて 

 

 

 平素から当組合の事業運営に格別のご理解とご協力を賜り厚くお礼申し上げます。 

標記の件について、健康保険法等の一部改正により厚生労働省保険局保険課から改

正内容に関するＱ＆Ａ（別紙）が示されました。 

 つきましては、別紙資料を参考に見直し事項を確認いただきますようよろしくお願

いいたします。 

 なお、制度の見直しにかかる主な概要は下記のとおりとなりますので、被保険者の

皆さまへ周知いただきますよう併せてよろしくお願いいたします。 

 

 

記 

 

 

【傷病手当金制度の見直し】（令和４年１月１日施行） 

出勤や報酬等の併給調整に伴い不支給となった期間がある場合、その分の期間を延長

して支給を受けられるよう、支給期間の通算化を行います。 

 

（改正前）支給を始めた日から起算して１年６ヶ月を超えない期間支給する 

（改正後）支給を始めた日から通算して１年６ヶ月間支給する 

 

※この見直し対象者は、令和 2年 7月 2日以降に傷病手当金を支給開始した方となります。 

 

 

 

【任意継続被保険者制度の見直し】（令和４年１月１日施行） 

資格喪失事由に「任継被保険者からの申出」が追加されます。 

この場合の資格喪失日は、当組合が申出書を受理した日の属する月の翌月１日となります。 
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                 傷病手当金の見直しに関するＱ＆Ａ 

１ 傷病手当金関係 

（支給期間の計算方法） 

問１ 今回の法改正により、傷病手当金の支給期間は、同一の疾病又は負傷及びこれ

により発した疾病に関して、「その支給を始めた日から通算して１年６月間」と

なるが、１年６月間とは何日間であるのか。 

（回答） 

○ 初回の申請から３日間の待期期間を経て、支給を始める４日目より、暦に従っ

て１年６月間の計算を行い、傷病手当金の支給期間を確定する。 

○ 当該支給期間は、傷病手当金の支給単位で減少し、途中に傷病手当金が支給さ

れない期間（以下「無支給期間」という。）がある場合には、当該無支給期間の日

数分について支給期間は減少しない。 

問２ 以下のケースにおいて傷病手当金の申請がなされた場合、傷病手当金の支給

期間及び支給満了日はどうなるのか。 

【例】 ①令和４年３月１日～４月10日 労務不能（支給期間：38日間） 

②令和４年４月11日～４月20日 労務不能（支給期間：10日間）

③令和４年５月11日～６月10日 労務不能（支給期間：31日間）

（回答） 

○ 上記のケースにおいては、令和４年３月１日から３日までの３日間の待期期間

を経て、令和４年３月４日が傷病手当金の支給開始日となり、支給期間は令和５

年９月３日までの549日間となる。 

①の支給期間（38日間）後、残りの支給日数は511日、

②の支給期間（10日間）後、残りの支給日数は501日、

③の支給期間（31日間）後、残りの支給日数は470日、となる。

○ なお、今回の法改正により、残りの支給日数が０日となる日が支給満了日とな

る。例えば③の期間が終了した翌日（令和４年６月11日）より、 

・ 連続して470日間労務不能であった場合は令和５年９月23日、

・ 支給期間の合間に合計して40日間就労した場合は令和５年11月２日、

  がそれぞれ支給満了日となる。 

【例】 

別紙 

①支給期間

38 日間

②支給期間

10 日間

③支給期間

31 日間

労務不能 

支給期間決定 
＜総支給日数＞ 

549 日 

待期期間 

３日間 

無支給期間

20 日間 

期間を通算し 549 日分まで支給 

＜残支給日数＞ 
470 日 
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問３ 傷病手当金の支給開始日（起算日）以降、 

・ ある期間（期間Ａ・Ｂ・Ｃ）において傷病手当金の支給を行った後、

・ 支給開始日（起算点）より後の期間（期間Ｄ）について、事後的に遡って傷

病手当金の支給申請があった場合、 

  ある期間（期間Ａ・Ｂ・Ｃ）と過去の期間（期間Ｄ）を通算すると１年６月間を

超える場合、期間Ｃに対する支給決定を取り消し、返還請求を行った上で、期間

Ｄに対して支給決定することとなるのか。 

（回答） 

○ 健康保険法（大正11年法律第70号。以下「健保法」という。）第99条第４項では、

傷病手当金の支給期間は「その支給を始めた日から通算して１年６月間」とされ

ているため、支給開始日以降の支給期間が通算対象となるとともに、当該支給開

始日において支給期間及び支給額（日額）が決定する。 

○ 支給開始日より後の期間について支給申請があった場合には、当該支給開始日

が変更されず、支給期間及び支給額も変更しないため、当該支給開始日を基準と

して支給した傷病手当金に対する支給決定を取り消す必要はない。 

一方、支給開始日より前の期間について支給申請があった場合には、当該支給

開始日が変更され、支給期間及び支給額も変更されるため、「変更前」の支給開始

日を基準として支給した傷病手当金に対する支給決定を取り消し、「変更後」の支

給開始日を基準として支給決定することとなる。 

○ 問の例では、期間Ｃに係る傷病手当金の支給決定を取り消す必要はなく、

・ 期間Ａの先頭から起算し、期間Ｂ・Ｃの順に通算した上で、

・ １年６月間を超えない期間について期間Ｄに対して支給決定を行い、

  期間Ｄのうち通算して１年６月間を超える期間は、不支給決定を行うこととなる。 

なお、健保法第99条第４項に規定する「その支給を始めた日」について、ここ

では期間Ａの支給を始めた日であり、期間Ｄの請求があったことにより支給期間

及び支給額（日額）を再計算する必要はない。 

（例）①期間Ａ（１年間）、期間Ｂ（５月間）、期間Ｃ（15日間）の支給完了後、 

②期間Ｄ（30日間）において残日数分（15日分）を支給する場合 

期間Ａ 

（１年間） 

期間Ｂ 

（５月間） 
期間Ｃ 

（15 日間） 
期間Ｄ（30 日間） 

①支給開始日

（起算点）

支給決定 

（15 日分） 

不支給決定 

（15 日分） 

期間Ｄの先頭から残支給日

数 15 日分のみ支給 

支給完了 支給完了 

②遡及申請 期間Ａ･Ｂ･Ｃ支給後

の残支給日数：15 日 

支給完了 
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問４ 傷病手当金の支給開始日（起算日）以降、 

・ ある期間（期間Ａ・Ｂ・Ｃ）において傷病手当金の支給を行った後、

・ 支給開始日（起算日）より前の期間（期間Ｄ）について、事後的に遡って傷

病手当金の支給申請があった場合、 

  支給開始日（起算日）の変更により、傷病手当金の支給額の基準となる標準報酬

月額の算定期間が変更となることから、期間Ａ・Ｂ・Ｃに係る支給決定を取り消

し、返還請求を行った上で、期間Ｄを起算日として支給決定することとなるのか。 

（回答） 

○ 問３の回答のとおり、支給開始日より前の期間について支給申請があった場合

には、当該支給開始日が変更され、支給期間及び支給額も変更されるため、「変更

前」の支給開始日を基準として支給した傷病手当金に対する支給決定を取り消し、

「変更後」の支給開始日を基準として支給決定することとなる。 

○ 問の例では、期間Ａ・Ｂ・Ｃに係る傷病手当金の支給決定を取り消す必要があ

り、 

・ 期間Ａ・Ｂ・Ｃに係る傷病手当金の支給決定を取り消した上で、

・ 期間Ｄの先頭を支給開始日として支給決定し直すこととなる。

○ また、この場合において、

・ 期間Ｄの先頭を支給開始日として支給期間及び支給額（日額）について再計

算するとともに、 

・ 期間Ｄの先頭から起算し、期間Ａ・Ｂ・Ｃの順に通算した上で、通算して１

年６月間を超える期間については、不支給決定を行う。 

（例）①期間Ａ（１年間）、期間Ｂ（５月間）、期間Ｃ（15日間）の支給完了後、 

②期間Ｄ（30日間）において残日数分（15日分）を支給する場合

 

期間Ａ 

（１年間） 

期間Ｂ 

（５月間） 

期間Ｃ 

（15 日間） 
期間Ｄ（30 日間） 

①変更前の支給開始日

（起算点）

①支給完了 ①支給完了

①期間Ａ･Ｂ･Ｃ支給

後の残支給日数：

15 日

①支給完了

②遡及申請

変更後の支給開始日

（起算点） 

②支給決定（30 日分）

②再支給決定

（１年分）

②再支給決定

（５月分）

②不支給決定

（15 日分）

期間Ｄの先頭から通算し

て１年６月間を支給期間

とし、期間 A･B･C におけ

る傷病手当金について再

支給決定を行う。 
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問５ 労務不能のため傷病手当金の申請を行ったが、報酬や障害年金等との併給調整

により、傷病手当金が不支給とされた場合、支給期間は減少するのか。 

（回答） 

○ 報酬、障害年金又は出産手当金等との併給調整により、傷病手当金が不支給と

された期間については、傷病手当金の支給期間は減少しない。 

○ 一方、報酬、障害年金又は出産手当金等の額が傷病手当金の支給額を下回るた

めに傷病手当金の一部が支給される場合には、支給期間は減少する。 

○ なお、出産手当金を支給すべき場合において傷病手当金が支払われたことによ

り、出産手当金の内払とみなされた場合には、支給期間は減少する。 

問６ 複数の疾病等について、同じ期間に傷病手当金の支給が行われる場合、支給

期間については、どのような取扱いとなるのか。 

（回答） 

○ 傷病手当金については、疾病等ごとに支給期間が決定し、複数の疾病について、

同じ期間に傷病手当金の支給が行われる場合、各々の疾病等について、それぞれ

傷病手当金が支給されると解する。 

○ このため、傷病手当金が支給された日数分だけ、各々の疾病等に係る支給期間

は減少することとなる。 

a問７ Ａ疾病による傷病手当金がＡ疾病による障害年金との併給調整により支給停

止されている者が、別のＢ疾病による傷病手当金を新たに受給できることになっ

た場合、支給期間については、どのような取扱いとなるのか。 

（回答） 

○ Ｂ疾病による傷病手当金はＡ疾病による傷病手当金とは別の給付となるた

め、支給期間はＢ疾病に係る支給期間のみ減少することとなる。 
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（施行日） 

問８ 支給期間の通算化は、いつから施行されるのか。 

（回答） 

○ 令和４年１月１日から施行される。

問９ 改正法の施行日前に支給を開始した傷病手当金について、改正前の規定によ

る支給満了日が施行日後に到来する場合の取扱いはどうなるのか。 

（回答） 

○ 改正法附則第３条第２項では、改正後の規定は、施行日の前日において支給を

始めた日から起算して１年６月を経過していない傷病手当金について適用し、施

行日前に改正前の規定による支給期間が満了した傷病手当金については、なお従

前の例によることとされている。 

○ したがって、令和２年７月２日以後に支給を始めた傷病手当金については、施

行日の前日（令和３年12月31日）において支給を始めた日から起算して１年６月

を経過していないため、改正後の規定が適用され、支給期間が通算される。 

【例１】支給を始めた日が令和２年７月１日である場合 

○ 令和３年12月31日で支給期間が満了するため、改正前の規定が適用される。 

【例２】支給を始めた日が令和２年７月２日で、令和２年７月２日～31日（30 日

間）の傷病手当金が支給されている場合 

○ 令和３年12月31日において、支給を始めた日から起算して１年６月を経過

していないため、改正後の規定が適用される。 

○ なお、例２の場合、支給日数は、令和２年７月２日から令和４年１月１日

までの549日であり、令和４年１月１日時点で、既に30日分の傷病手当金が

支給されているため、令和４年１月１日時点の残りの支給日数は519日とな

る。 

問10　資格喪失後の継続給付の取扱いはどうなるのか。 

（回答） 

○ 資格喪失後の傷病手当金の継続給付については、健保法第104 条において、

「継続して」受けるものとされているため、従来どおり、被保険者として受ける

ことができるはずであった期間において、継続して同一の保険者から給付を受け

ることができる。 

○ ただし、一時的に労務可能となった場合には、治癒しているか否かを問わ

ず、同一の疾病等により再び労務不能となっても傷病手当金の支給は行わない。 
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（その他） 

問11 傷病手当金の支給額の算定方法について変更はあるか。 

（回答） 

○ 今回の改正では、傷病手当金の支給額の算定方法について変更は生じない。

従来どおり傷病手当金の支給開始時に算定した支給額を支給する。 

問12 傷病手当金の支給決定に当たり、支給決定通知書に残りの支給期間を記載す

る必要があるか。 

（回答） 

○ 支給決定通知書の記載内容については、従来から各保険者の判断とされており、

引き続き各保険者において適切に判断いただきたい。

問13 傷病手当金の支給申請書について、改正法の施行に伴い変更する必要はある

のか。 

（回答） 

○ 健康保険法施行規則（大正15年内務省令第36号。以下「健保則」という。）第84

条第10項において、新たに同一の疾病又は負傷及びこれにより発した疾病に対す

る労働者災害補償保険法等に基づく休業補償給付等の支給状況について記載する

ことを求める予定であり、様式に確認欄を設ける必要がある。 

○ なお、改正法の施行前に使用していた様式に確認欄がない場合は、施行後の内

容に即した形で、当分の間、取り繕って使用していただきたい。 

問14 被保険者が過去に加入していた保険者で支給した傷病手当金について、マイ

ナンバーを活用した情報連携により「疾病名」や「支給期間」を確認することは

可能か。 

（回答） 

○ 現状、マイナンバーを活用した情報連携では、「支給期間」は確認できる一方、

「疾病名」等に係る情報は取得できないため、当該情報連携による情報のみでは、

同一・関連の傷病による傷病手当金であるかの確認ができない。このため、原則

として、被保険者が過去に加入していた保険者に直接照会する必要がある。 


